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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

 平成17年８月12日付で提出した有価証券報告書 第30期（自平成16年５月16日 至平成17年５月15日）の記載事項につき一部訂

正を要する箇所があり、これを訂正するため、有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。 

  

２【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第４ 提出会社の状況 

１ 株式等の状況 

(2）新株予約権等の状況 

５ 役員の状況 

６ コーポレート・ガバナンスの状況 

第５ 経理の状況 

１ 連結財務諸表等 

(1）連結財務諸表 

① 連結貸借対照表 

注記事項 

（有価証券関係） 

  

３【訂正箇所】 

 訂正箇所は   罫で示しております。 

  



第一部【企業情報】 

  

第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(2）【新株予約権等の状況】 

(イ）旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権(ストックオプション)に関する事項は、次のとおりであります。 

① 平成13年８月10日定時株主総会決議 

 （注） 新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権利を喪失し

た者の新株予約権の目的となる株式の数を減じております。 

  
事業年度末現在

（平成17年５月15日） 
提出日の前月末現在 
（平成17年７月31日） 

新株予約権の数（個） ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 71,400 54,400 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,294 2,294 

新株予約権の行使期間 
平成15年８月10日～
平成17年８月９日 

平成15年８月10日～ 
平成17年８月９日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   2,294
資本組入額  1,147 

発行価格   2,294 
資本組入額  1,147 

新株予約権の行使の条件 

①権利行使時においても
当社および当社の子会
社または関連会社の取
締役、監査役または従
業員であることを要す
る。 
②その他の条件は、当社
と付与対象者との間で
締結する契約に定め
る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡、質入れお
よび相続は認めない。 

同左 



(ロ）商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成14年８月13日定時株主総会決議 

（訂正前） 

 （注） 新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権利を喪失し

た者の新株予約権の目的となる株式の数を減じております。 

  

② 平成16年８月12日定時株主総会決議 

 （注） 新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権利を喪失し

た者の新株予約権の目的となる株式の数を減じております。 

  
事業年度末現在

（平成17年５月15日） 
提出日の前月末現在 
（平成17年７月31日） 

新株予約権の数（個） 512 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 51,200 47,300 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,800 2,800 

新株予約権の行使期間 
平成16年８月14日～
平成18年８月13日 

平成16年８月14日～ 
平成18年８月13日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  2,800
資本組入額  1,400 

発行価格   2,800 
資本組入額  1,400 

新株予約権の行使の条件 

①各新株予約権の一部行
使はできないものとす
る。 
②その他の権利行使の条
件は、当社取締役会に
おいて決定するものと
する。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するに
は当社取締役会の承認を
要するものとする。 

同左 

  
事業年度末現在

（平成17年５月15日） 
提出日の前月末現在 
（平成17年７月31日） 

新株予約権の数（個） 2,652 2,604 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 265,200 260,400 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 3,038 3,038 

新株予約権の行使期間 
平成18年８月13日～
平成20年８月12日 

平成18年８月13日～ 
平成20年８月12日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  3,038
資本組入額  1,519 

発行価格   3,038 
資本組入額  1,519 

新株予約権の行使の条件 

①各新株予約権の一部行
使はできないものとす
る。 
②その他の権利行使の条
件は、当社取締役会に
おいて決定するものと
する。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するに
は当社取締役会の承認を
要するものとする。 

同左 



（訂正後） 

 （注） 新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権利を喪失し

た者の新株予約権の目的となる株式の数を減じております。 

  

② 平成16年８月12日定時株主総会決議 

 （注） 新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権利を喪失し

た者の新株予約権の目的となる株式の数を減じております。 

  

  
事業年度末現在

（平成17年５月15日） 
提出日の前月末現在 
（平成17年７月31日） 

新株予約権の数（個） 512 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 51,200 47,300 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,800 2,800 

新株予約権の行使期間 
平成16年８月14日～
平成18年８月13日 

平成16年８月14日～ 
平成18年８月13日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  2,800
資本組入額  1,400 

発行価格   2,800 
資本組入額  1,400 

新株予約権の行使の条件 

①各新株予約権の一部行
使はできないものとす
る。 
②その他の権利行使の条
件は、当社取締役会に
おいて決定するものと
する。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡、質入れその他の処
分は認めないものとす
る。 

同左 

  
事業年度末現在

（平成17年５月15日） 
提出日の前月末現在 
（平成17年７月31日） 

新株予約権の数（個） 2,652 2,604 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 265,200 260,400 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 3,038 3,038 

新株予約権の行使期間 
平成18年８月13日～
平成20年８月12日 

平成18年８月13日～ 
平成20年８月12日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  3,038
資本組入額  1,519 

発行価格   3,038 
資本組入額  1,519 

新株予約権の行使の条件 

①各新株予約権の一部行
使はできないものとす
る。 
②その他の権利行使の条
件は、当社取締役会に
おいて決定するものと
する。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡、質入れその他の処
分は認めないものとす
る。 

同左 



５【役員の状況】 

（訂正前） 

 （注）１．取締役会長 鶴羽 肇は、取締役相談役 鶴羽弘子の配偶者であり、代表取締役社長 鶴羽 樹の兄であります。 

２．常勤監査役 西 功、榊間孝之、監査役 酒井 純、早水惠之は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律

第18条第１項に定める社外監査役であります。 

３. 取締役相談役 岡田元也、取締役 青木桂生は商法第188条第２項第７号ノ２に定める社外取締役であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

取締役会長   鶴羽 肇 昭和７年６月30日生 

昭和38年６月 ㈱ツルハ薬局（現㈱クレー

ン商事）専務取締役 

昭和50年５月 当社取締役 

昭和52年６月 代表取締役社長 

㈱ツルハ薬局代表取締役

（現任） 

平成９年８月 当社代表取締役会長 

平成12年８月 取締役会長（現任） 

平成12年８月 ㈱クスリのアオキ取締役 

平成13年11月 ㈱リバース取締役相談役

（現任） 

930.0 

    
    
    

監査役   酒井 純 昭和29年10月１日生 

昭和52年４月 日本楽器製造㈱入社 

昭和55年10月 公認会計士西村重興事務所

勤務 

昭和59年４月 公認会計士酒井純事務所開

業（現任） 

平成５年３月 ㈱アレフ監査役（現任） 

平成７年８月 当社監査役（現任） 

－ 

計 3,467.4



（訂正後） 

 （注）１．取締役会長 鶴羽 肇は、取締役相談役 鶴羽弘子の配偶者であり、代表取締役社長 鶴羽 樹の兄であります。 

２．常勤監査役 榊間孝之、監査役 酒井 純、早水惠之は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第18条第

１項に定める社外監査役であります。 

３. 取締役相談役 岡田元也、取締役 青木桂生は商法第188条第２項第７号ノ２に定める社外取締役であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

取締役会長   鶴羽 肇 昭和７年６月30日生 

昭和38年６月 ㈱ツルハ薬局（現㈱クレー

ン商事）専務取締役 

昭和50年５月 当社取締役 

昭和52年６月 代表取締役社長 

㈱ツルハ薬局代表取締役

（現任） 

平成９年８月 当社代表取締役会長 

平成12年８月 取締役会長（現任） 

平成12年８月 ㈱クスリのアオキ取締役 

平成13年11月 ㈱リバース取締役相談役

（現任） 

930.0 

    
    
    

監査役   酒井 純 昭和29年10月１日生 

昭和52年４月 日本楽器製造㈱入社 

昭和55年10月 公認会計士西村重興事務所

勤務 

昭和59年４月 公認会計士酒井純事務所開

業（現任） 

平成５年３月 ㈱アレフ監査役（現任） 

平成７年８月 当社監査役（現任） 

－ 

計 3,467.4



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（訂正前） 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、企業価値の増大に向けて、経営環境の変化に迅速・的確に対応

できるよう、より効率的かつ健全で透明性の高い経営体制の構築を目指しております。 

  

（１）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

①会社の機関の基本説明・内容 

当社の取締役会は、取締役12名（うち社外取締役２名）、監査役４名（全員社外監査役）で構成されており、定例取締役会を

月１回、必要に応じて臨時取締役会を開催し、経営上重要な事項について審議・決定するとともに、取締役の職務執行を監督し

ております。 

 四半期開示に加え月例売上状況の開示など経営の健全性と透明性を確保するため、コーポレート・ガバナンスのさらなる充

実に努めてまいります。 

  

②内部統制システムの整備の状況 

当社役員・部門長および子会社社長により構成される経営会議を設置し、グループ経営戦略に関する重要事項を審議し、迅速

かつ適切な対応を行っております。 

  

③内部監査及び監査役監査の状況 

当社は、監査役制度を採用しており、監査役は取締役会や経営会議などの重要会議に出席し意見を述べ、また、取締役から

経営上の重要事項に関する説明を聴取するとともに、各店舗や子会社の業務および財産の状況を実地に調査するなど、取締役の

業務執行について適法性、妥当性の観点から監査を行っております。また、当社と社外取締役、社外監査役との間に取引関係等

の利害関係はございません。 

また、社長直属の監査室２名により内部監査が計画的に行われており、監査役との定期的な監査会議を実施し、連携を密にし

ております。 

  

   ④会計監査の状況 

 会計監査につきましては、新日本監査法人の監査を受けております。 

    

（業務を執行した公認会計士の氏名）  （所属する監査法人名）（継続監査年数） 

    指定社員 業務執行社員：川上 洋司  新日本監査法人     ８年 

    指定社員 業務執行社員：関谷 靖夫  新日本監査法人     ６年 

     

     その他監査業務に係る補助者11名がおります。 

  

⑤社外取締役及び社外監査役との関係 

 社外取締役のうち岡田元也は、当社の第２位大株主であるイオン株式会社の取締役兼代表執行役社長であり、また、社外監

査役のうち早水惠之は同事業推進部長であり、当社は同社が運営するショッピングセンターへ出店しており、賃借等の営業取

引があります。 

 その他社外取締役１名および社外監査役３名は、当社と利害関係はありません。 

  

   (２)リスク管理体制の整備の状況 

    当社は危機管理規程を制定し、リスク発生時の対応策について定めております。また弁護士と顧問契約を締結しており、経

営上・業務運営上の法律問題が生じた場合に、随時確認をとりアドバイスを受ける体制としており、不測のリスクを可能な限り

回避できるよう努めております。 

  

(３)役員報酬の内容 

  社内取締役の年間報酬総額        179百万円 

  社外取締役の年間報酬総額         2百万円 

  監査役の年間報酬総額          26百万円 

  

(４)監査報酬の状況 

  公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬    19百万円 

  



（訂正後） 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、企業価値の増大に向けて、経営環境の変化に迅速・的確に対応

できるよう、より効率的かつ健全で透明性の高い経営体制の構築を目指しております。 

  

（１）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

①会社の機関の基本説明・内容 

当社の取締役会は、取締役12名（うち社外取締役２名）、監査役４名（うち社外監査役３名）で構成されており、定例取締役

会を月１回、必要に応じて臨時取締役会を開催し、経営上重要な事項について審議・決定するとともに、取締役の職務執行を監

督しております。 

 四半期開示に加え月例売上状況の開示など経営の健全性と透明性を確保するため、コーポレート・ガバナンスのさらなる充

実に努めてまいります。 

  

②内部統制システムの整備の状況 

当社役員・部門長および子会社社長により構成される経営会議を設置し、グループ経営戦略に関する重要事項を審議し、迅速

かつ適切な対応を行っております。 

  

③内部監査及び監査役監査の状況 

当社は、監査役制度を採用しており、監査役は取締役会や経営会議などの重要会議に出席し意見を述べ、また、取締役から

経営上の重要事項に関する説明を聴取するとともに、各店舗や子会社の業務および財産の状況を実地に調査するなど、取締役の

業務執行について適法性、妥当性の観点から監査を行っております。 

また、社長直属の監査室２名により内部監査が計画的に行われており、監査役との定期的な監査会議を実施し、連携を密にし

ております。 

  

   ④会計監査の状況 

 会計監査につきましては、新日本監査法人の監査を受けております。 

    

（業務を執行した公認会計士の氏名）  （所属する監査法人名）（継続監査年数） 

    指定社員 業務執行社員：川上 洋司  新日本監査法人     ８年 

    指定社員 業務執行社員：関谷 靖夫  新日本監査法人     ６年 

     

     その他監査業務に係る補助者11名（公認会計士５名、公計士補５名、その他１名）がおります。 

  

⑤社外取締役及び社外監査役との関係 

 社外取締役のうち岡田元也は、当社の第２位大株主であるイオン株式会社の取締役兼代表執行役社長であり、また、社外監

査役のうち早水惠之は同事業推進部長であり、当社は同社が運営するショッピングセンターへ出店しており、賃借等の営業取

引があります。 

 その他社外取締役１名および社外監査役３名は、当社と利害関係はありません。 

  

   (２)リスク管理体制の整備の状況 

    当社は危機管理規程を制定し、リスク発生時の対応策について定めております。また弁護士と顧問契約を締結しており、経

営上・業務運営上の法律問題が生じた場合に、随時確認をとりアドバイスを受ける体制としており、不測のリスクを可能な限り

回避できるよう努めております。 

  

(３)役員報酬の内容 

  社内取締役の年間報酬総額        179百万円 

  社外取締役の年間報酬総額         2百万円 

  監査役の年間報酬総額          26百万円 

  

(４)監査報酬の状況 

  公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬    19百万円 

  

  



第５【経理の状況】 

  

１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

（訂正前） 

  

   
前連結会計年度

（平成16年５月15日） 
当連結会計年度 

（平成17年５月15日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

     
      
     

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金   16,824,811 18,651,042 

２．短期借入金   8,500 － 

３．１年内返済予定長期借
入金 

※２  46,320 16,320 

４．未払金   3,142,734 3,422,859 

５．未払法人税等   1,541,098 1,752,752 

６．賞与引当金   1,088,756 1,291,200 

７．その他   607,380 446,316 

流動負債合計   23,259,601 42.5 25,580,491 42.3

Ⅱ 固定負債    

１．長期借入金 ※２  17,440 1,120 

２．繰延税金負債   1,091,218 840,662 

３．退職給付引当金   1,358,794 1,592,959 

４．役員退職慰労引当金   355,760 337,920 

５．その他   1,679,465 1,792,138 

固定負債合計   4,502,678 8.2 4,564,880 7.6

負債合計   27,762,280 50.7 30,145,291 49.9

     



（訂正後） 

  

   
前連結会計年度

（平成16年５月15日） 
当連結会計年度 

（平成17年５月15日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

     
      
     

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金   16,824,811 18,651,042 

２．短期借入金   8,500 － 

３．１年内返済予定長期借
入金 

※２  46,320 16,320 

４．未払金   3,142,734 3,422,859 

５．未払法人税等   1,541,098 1,752,752 

６．賞与引当金   1,088,756 1,291,200 

７．その他   607,380 446,316 

流動負債合計   23,259,601 42.5 25,580,491 42.3

Ⅱ 固定負債    

１．長期借入金 ※２  17,440 1,120 

２．繰延税金負債   1,091,218 840,662 

３．退職給付引当金   1,358,794 1,592,959 

４．役員退職慰労引当金   355,760 337,920 

５．その他   1,679,465 1,792,138 

固定負債合計   4,502,678 8.2 4,564,800 7.6

負債合計   27,762,280 50.7 30,145,291 49.9

     



注記事項 

（有価証券関係） 

（訂正前） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

  種類 

前連結会計年度（平成16年５月15日） 当連結会計年度（平成17年５月15日）

取得原価 
（千円） 

連結貸借対
照表計上額 
（千円） 

差額
（千円） 

取得原価
（千円） 

連結貸借対
照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

連結貸借対
照表計上額
が取得原価
を超えるも
の 

(1）株式 638,139 4,863,269 4,225,130 638,189 4,700,736 4,062,597

(2)債券   

① 国債・地
方債等 

－ － － － － －

② 社債 － － － － － －

③ その他 － － － － － －

(3)その他 － － － － － －

小計 638,139 4,863,269 4,225,130 638,189 4,700,736 4,062,597

連結貸借対
照表計上額
が取得原価
を超えない
もの 

(1)株式 8,809 7,408 －1,401 8,809 8,448 －361

(2)債券   

① 国債・地
方債等 

－ － － － － －

② 社債 － － － － － －

③ その他 － － － － － －

(3)その他 － － － － － －

小計 8,809 7,408 －1,401 8,809 8,448 －361

合計 646,948 4,870,677 4,223,728 646,948 4,709,184 4,062,236



（訂正後） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

  

  種類 

前連結会計年度（平成16年５月15日） 当連結会計年度（平成17年５月15日）

取得原価 
（千円） 

連結貸借対
照表計上額 
（千円） 

差額
（千円） 

取得原価
（千円） 

連結貸借対
照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

連結貸借対
照表計上額
が取得原価
を超えるも
の 

(1）株式 638,139 4,863,269 4,225,130 638,139 4,700,736 4,062,597

(2)債券   

① 国債・地
方債等 

－ － － － － －

② 社債 － － － － － －

③ その他 － － － － － －

(3)その他 － － － － － －

小計 638,139 4,863,269 4,225,130 638,139 4,700,736 4,062,597

連結貸借対
照表計上額
が取得原価
を超えない
もの 

(1)株式 8,809 7,408 －1,401 8,809 8,448 －361

(2)債券   

① 国債・地
方債等 

－ － － － － －

② 社債 － － － － － －

③ その他 － － － － － －

(3)その他 － － － － － －

小計 8,809 7,408 －1,401 8,809 8,448 －361

合計 646,948 4,870,677 4,223,728 646,948 4,709,184 4,062,236
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